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日本ＮＧＯ連携無償資金協力 完了報告書 

 

 

１． 基本情報  

（１）案件名 パレスチナ西岸地区ジェニン県における有機農法促進を通じた貧困

削減事業 (第 2年次) 

（２）贈与契約締結日 

及び事業期間 

・贈与契約締結日：2014 年 1 月 15 日 

・事業期間：2014 年 1月 17 日～2015 年 1 月 16 日 

（３）供与限度額 

    及び実績（返還額） 

・供与限度額：432,229 米ドル 

・総支出：429,772.52 米ドル 

（返還額：2,456.48 米ドル） 

（４）団体名・連絡先、事

業担当者名 

（ア）団体名：公益社団法人 日本国際民間協力会(NICCO) 

（イ）電話：075-241-0681 

（ウ）ＦＡＸ：075-241-0682 

（エ）E-mail：project@kyoto-nicco.org 

（オ）事業担当者名：福島美樹 

（５）事業変更の有無 事業変更承認の有無： 

（ア） 申請日：2014 年 11 月 21 日 

承認日：2014 年 12 月 15 日 

内容：専門家派遣の中止及び経費配分の変更 
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２．事業の概要と成果 

（１）上位目標の達成度  本事業は「パレスチナ西岸地区ジェニン県ザバブデ市における環境

保全型有機農業の実施による高品質大麦・小麦の生産と加工食品作成

による収入向上、家庭菜園の有機農法指導及び有機認証取得、植樹活

動による土地の有効利用」を上位目標とする3ヵ年事業であり、2年

目にあたる本年は、初年度築き上げた事業基盤を発展させ、最終年度

である3年目に繋げるべく農業の技術的な指導の強化と共に、商品開

発、作物や加工食品の販路拡大に取り組んだ。 

 ザバブデ農業組合を中心とした 23 名の裨益者が、現地農業技師の

指導の下、約 60 ドノム（6ヘクタール）の有機農場において、有機

栽培の実践研修を継続した。 

大麦・小麦だけでなく、野菜、豆類、ハーブ等も栽培しており、多

様性の保全に配慮した有機農業を実践している。第 2年次において

は、大麦（1,633kg）、小麦（2,223kg）を収穫し、一部を製粉加工・

販売、野菜、豆類、ハーブ類に関しても 33 種類の作物を販売し合計

NIS52,570（約 158 万円）の利益を得た。 

また、良質で低価格な苗を安定的に生産する為、提携団体の農業系

NGOのPARC(Palestine Agricultural Relief Committee)の協力の下、

ワークショップや実技指導を行った。このワークショップには、裨

益者だけでなく、農業技師の研修生も参加し養苗に関する実務研修

を行った。 

有機認証については、現地認証団体の COAP(Company of Organic 

Agriculture in Palestine)を通じて認証手続きを開始して、これま

でに計 4回のワークショップを開催し、裨益者グループに対して、

有機農業に対する理解を深めた。同団体より 2014 年 12 月に転換期

の認定を受けており、2015 年 12 月には、正式に有機認証の認定を

取得する予定である。  

家庭菜園においては、第 1年次に裨益者として選定した 20世帯に

菜園を設置しており、現地農業技師の指導の下、地域の環境や季節

に応じて野菜やハーブの栽培を継続して取り組んでいる。現地農業

技師は、定期的に裨益者を訪問して、作物の状態の確認や、生産性

を上げる為の技術指導、灌漑や追肥等のタイミングなど細かに農業

技術指導を行っている。収穫された野菜は、協力団体である The 

National Fair Trade Non-Profit Corporation “ADEL”の店舗や同団

体が毎週ラマッラ市で開催されているバザーにて販売している他、

裨益者自身もザバブデ市内の小売店に売り込み販売もしている。本

報告期間においては、7,084NIS（約 21 万円）の売上げがあった。 

 これら有機栽培の収穫物については、20 名の女性グループが、 加

工食品として商品化することで収入創出につなげる活動に取組んで

おり、西岸域内外の協力団体との連携を通じて、商品の販路開拓を

目指している。本事業期間においては、11種類の商品を企画・販売

し、8,244NIS(約 25 万円)の売上げを記録した。 

 

 また、第 1年次に引き続き土地の有効利用を目的として、当地での
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栽培に適したオリーブ、ブドウ、核果等の苗木を 45 世帯（約 264

人）に計 1704 本の植樹を行った。配布に当たっては、ザバブデ市役

所、PARC、ザバブデ農業組合の協力を得て、裨益者を選定、配布、

植樹の指導を行った。 

（２）事業内容 （ア）有機大麦・小麦の栽培、製品作成指導 

① 第 1年次に引き続き、日本人有機農業専門家及び現地農業技師

の指導の下、有機大麦・小麦の栽培を行う。 

② 専門家によるワークショップ等を通じて、有機認証取得に向け

た参加者の能力強化を図る。 

③ 第 1年次に引き続き、収穫した大麦・小麦の製粉技術指導及び

加工製品の販売活動を実施し、西岸域内外の市場への販路拡大

に取組む。 

④ 養苗の技術指導を実施し、参加者が、地域の環境に適した良質

な苗を、低コストで安定的に生産するための、基礎知識と技術

を身に付け、農場運営における持続性の向上に取組む。 

（イ）家庭有機農業（パーマカルチャー農法(PC 農法)）の導入 

① 第 1年次に引き続き、家庭菜園での有機野菜、ハーブ等の栽培

を行う。日本人有機農業専門家による家庭菜園の指導を引き続

き実施し、参加者の有機農法に対する意識を更に高める。 

② 専門家によるワークショップ等を通じて、有機認証取得に向け

た参加者の能力強化を図る。 

（ウ）女性を対象とした加工食品作成技術の指導 

① 第 1年次に引き続き、有機大麦・小麦、有機野菜を用いた加工

食品の商品開発、作成指導を実施する。 

② 製品のマーケティング強化を図り、西岸域内外における販路拡

大に取組む。 

（エ）農地の有効利用を目的とした植樹 

① 第 1年次に引き続き、事業地の環境に適した果樹の苗木および

種子を配布し、植樹を行う。 

② 栽培された果樹を用い地域内外の市場販売に適した食品の商品

開発、及び作成指導を実施する。 

（３）達成された成果 

   

 

（ア）有機大麦・小麦の栽培 

活動①：日本人有機農業専門家及び現地農業技師の指導の下、有機大

麦・小麦の栽培。 

成果：一身上の都合により日本人

有機農業専門家の当事業地への派

遣は中止されたが、現地協力団体

から派遣された有機農業専門家や

現地農業技師の技術指導を通じ

て、23 名の裨益者が灌漑、施肥、

害虫対策等、有機農業に関する基

礎知識、技術を実践研修にて学ん

だ。また、良質で、低価格な苗を

安定的に生産する為、提携団体の

達成度：事業終了後に実施したア

ンケートによると、回答者の 96%

が本事業への参加を通じて、有機

農業に関する知識が向上したと回

答しており、参加者が技術指導に

よって理解を深めていることを確

認している。また、裨益者の代表

からなる委員会メンバーと定期的

に話し合いを設け、大麦・小麦だ

けでなく多様性に富んだ有機農業
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農業系 NGO（PARC）の協力の下、苗

木の栽培に関するワークショップ

を開催し、同団体の施設にて実践

研修を行った。育った苗木に関し

ては、有機農場や家庭菜園に配布

した。 

 

として、品質と生産性の向上を目

指す為、栽培している野菜、豆類、

ハーブ等の農場の状態や作付け、

収穫等に関して現地農業技師が適

宜指導や確認をしている。 

本事業期間において33種類の作物

を収穫し、有機農場で直売をして

いる他、協力団体が開催している

バザーや地元野菜卸売業者へ販売

を実施している。本事業期間にお

いては、52,570NIS（約 158 万円）

の売上げとなった。 

 

 

活動②：専門家によるワークショップ等を通じての、有機認証取得に向

けた参加者の能力強化。 

成果： 現地の有機認証団体より専

門家を招聘し、計 4回（1.有機農

業、2.有機認証、3.有機害虫対策、

4.コンポスト作成）のワークショ

ップを開催した。また、同団体を

通じて 2014 年 12 月に有機認証転

換期の認定を受け、2015 月 12 月に

は有機認証が取得できる予定であ

る。 

達成度：ワークショップを通じて

得たことを有機農場にて実践演習

をして、現地農業技師が適宜確認

をした結果、有機認証転換期の認

定を受けた。有機認証取得に必要

な農作業レポートに関しては、有

機農場の裨益者の代表グループが

作付け、有機肥料・有機害虫駆除

剤散布等有機農場での活動記録を

細目に取り、有機認証団体による

確認を受けている。 

 

活動③：大麦・小麦の収穫、製粉技術指導、加工製品の販売活動の実施

及び、西岸域内外の市場への販路拡大。 

成果： 本事業期間では、大麦・小

麦合わせて約 3.8t（大麦：1,633kg、

小麦：2,223kg）を収穫し、一部製

粉加工を行い、その他は種のまま

販売を行った。 

達成度：麦については、年間約 3

ｔの生産規模を目標表値としてい

るため、達成度は 126%。 

売上げから得られる収益は、作業

時間に応じて各裨益者に分配され

る予定。 

 

 

（イ）家庭有機農業（PC 農法）の導入 

活動①： 家庭菜園での有機野菜、ハーブ等の栽培。日本人有機農業専

門家による指導を通じての、参加者の有機農法に対する意識向上。 

成果：第 1年次に選定した 20 世帯

の裨益者に対して、地域の環境や

季節に適した野菜やハーブの苗を

配布し、家庭菜園での有機栽培を

継続した。定期的に菜園を訪問し

た際に作物や土壌の状態確認、灌

漑、施肥、害中対策等、有機農法

における農業技術の指導を行っ

た。 

達成度：収穫できた野菜やハーブ

に関しては、現地の協力団体の店

舗や同団体が毎週開催しているバ

ザーにて定期的に販売をしてお

り、7,084NIS（約 21 万円）の売上

げを記録している。収益は、収穫・

販売量に応じて、各裨益者に分配

されており、家庭菜園の成果が、

家計の向上に繋がり始めているこ

とで、裨益者の作業に対する姿勢

や意欲にも向上傾向が見られてい
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る。事業終了後に実施したアンケ

ートでは、回答者の 83％が農業指

導により収穫量が向上していると

回答しており、また回答者全員が、

当活動を通じて有機農業の良さを

理解したという結果になった。 

 

 

活動②：専門家によるワークショップ等を通じた、有機認証取得に向け

た参加者の能力強化。 

成果：第 1期申請当初は、家庭菜

園における有機認証の取得を想定

していたが、これまでの実施状況

及び、パレスチナのマーケットの

現状を踏まえ専門家と協議を重ね

てきた結果、現状では家庭菜園規

模での認証取得が、十分な費用対

効果をもたらす可能性は低く、持

続性においても、事業終了後に裨

益者が自費で認証を維持していく

可能性は低いとの結論に達し、有

機認証に関する研修は中止とし

た。ただし、有機農業に関しての

技術指導は継続をしており、現地

農業技師は、限られた土地におい

て生産性を上げる為の畝作りや家

庭でも出来る堆肥の作成方法等の

ワークショップを開催し、定期的

に訪問指導をしている。 

達成度：有機認証中止に伴い、作

業レポートの作成を中止し、事業

終了後のアンケートと現地農業技

師の評価により理解度を計ること

に変更した。事業終了後に実施し

たアンケートでは、回答者の全員

が有機農業技術に関する理解度が

向上したと回答しており、現地農

業技師は、裨益者の 80％が理解を

し、各々の菜園にて実践できてい

る（そのうちの 25％に関しては、

自主性も見られとても優秀）と評

価している。 

 

 

 

（ウ）女性を対象とした加工食品作成技術の指導 

活動①：有機大麦・小麦、有機野菜を用いた加工食品の商品開発、作成

指導の実施。 

成果：第 1年次に引き続き、20 名

の女性裨益者が有機農場や家庭菜

園で収穫できた野菜やハーブ等を

専門家の指導の下、商品化するこ

とで収入創出に繋げた。第 2 年次

は、スコットランド教会がイスラ

エルに立てたホテルから専門家を

招聘し、クッキーやクラッカーな

どのホテルオリジナルレシピを考

案した。また、有機農場や家庭菜

園で収穫できた大麦やハーブを使

用し、ハーブ入り麦茶やハーブテ

ィーのオリジナルレシピを考案、

開発した。  

達成度：専門家の指導を受けた後

に、裨益者のみで再度レシピを再

現し、出来上がった商品は専門家

が、商品の品質やレシピ再現の理

解度を確認した後、販売をしてい

る。また、新しいレシピに関して

は、試飲会等を行い裨益者自身も

積極的に巻き込んで商品開発を進

めている。 

 

 

活動②：製品のマーケティング強化及び、西岸域内外における販路拡大。 

成果： 第 1 年度に引き続き、フェ

アトレード団体の ADEL の協力の

元、同団体の店舗やバザーにて商

品を売り上げた。また、フェアト

達成度：本事業期間においては、

11 種類の商品を企画・販売し、売

上金額は、8,244NIS(約 25 

万円)であった。現在取扱い店舗
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レード団体の Al Reef や観光客を

ターゲットに販路拡大を狙い、ベ

ツレヘムにあるホテルや土産屋に

もアプローチをかけ、取引、販売

を進めている。 

は、5 件で、（フェアトレード団体、

ホテル、土産屋）それ以外は個人

向けや展示会等で販売している。

収益は、作業時間に応じて、各裨

益者に分配される予定。 

 

 

 

（エ）土地の有効利用を目的とした植樹 

活動①：事業地の環境に適した果樹の苗木および種子の配布。 

成果： 苗木の配布について、ザバ

ブデ市役所、現地農業系NGOのPARC

及びザバブデの農業組合と共に裨

益者の選定を行い、45 世帯（264

人）に対して計 1,704 本の樹木を

配布した。裨益者全員を集め、作

付けや栽培技術のワークショップ

を開き、裨益者に対して技術指導

を行った後、樹木の配布を行った。

また、配布後も取得した技術や知

識が実践されているかフォローア

ップを行った。 

達成度：45 世帯（264 人）に対し

て計 1,704 本の樹木を配布した。

ワークショップの後に実施したア

ンケートでは、回答者の 89%が配布

した果樹類の栽培方法の理解度が

向上したと回答している。また現

地農業技師が、樹木配布後再度裨

益者を訪問した際 67%の裨益者が

ワークショップで得た技術や知識

を実践していることを確認してい

る。  

活動②：耕作地の拡大および土地の有効利用に対する意識の向上を図

る。 

成果：活動①の通り、今まで使用

していなかった土地を有効活用

し、収入向上に繋げるべく樹木の

配布を行った。裨益者選定の際に

は、一軒一軒訪問し、どのように

土地を有効利用出来るか裨益者へ

指導を行った。 

達成度：事業終了後に実施したア

ンケートでは、回答者の 97%が土地

の有効利用の重要性について理解

度が向上したと回答している。  

 

 

（４）持続発展性 持続発展性の確保において、本事業では事業終了後の長期的な成果

の継続が実現できるよう、以下の 4団体を中心とする、現地提携団

体との協力関係に基づいた運営管理体制の構築に取組んでいる。 

① Holy Land Agricultural Cooperative 

ザバブデ市の農業組合。大麦・小麦栽培の有機農場として使用

している土地の手配を始め、農家の取りまとめや、地域におけ

る様々な調整等、本事業における裨益者グループの中心的存在

で、移管先の候補団体である。 

② ADEL Fair Trade 

西岸でフェアトレードの普及に取組む現地の非営利団体で、本

事業における収穫物や加工食品の主要販売先であり、有機農場

及びの家庭菜園の運営計画、商品開発、マーケティング等、事

業実施上の重要事項においては、上記農業組合を含めた 3者間

で協議を踏まえて事業を進めている。  

③  COAP 

西岸の有機認証団体で、2015 年 12 月には当団体を通じて有機認
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証を取得予定である。①で述べたザバブデ市の農業組合の代表

者が中心になって、有機認証取得に向けて農地を運営している。 

④  Solutions for Development Consulting Co. 

西岸のコンサルティング会社で、主にマーケティング活動や、

現地でのニーズ調査を始めとする販路拡大の協力を得ている。

西岸で他団体が実施する農業案件をサポートした経験が豊富

で、当社の経験も活かして、プロジェクトの発展を見込める。 

  

上記以外にも、現地の農業関連団体等との関係構築を通じて、本事

業の終了後に移管先団体が、現地の関係団体から十分なサポートを

得られるよう取組んでいる。 



（様式４） 
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完了報告書記載日：２０１５年４月１６日 

団体代表者名： 理事長 小野 了代 （印）  

 

【添付書類】 

① 日本ＮＧＯ連携無償資金収支表（様式４－a） 

② 日本ＮＧＯ連携無償資金使用明細書（様式４－b） 

③ 外部監査報告書（監査法人会計監査報告書） 

④ 詳細報告書 

⑤ 事業内容、事業の成果に関する写真 

 

３．事業管理体制、その他 

（１）特記事項 特になし 



添付資料⑤ 

 

 

1 

事業内容、事業の成果に関する写真 

(ア) 有機大麦・小麦の栽培、製品作成指導 

  

【写真 1】雨期の降雨量が少なく成育が心配されたが、順調

に育った小麦。（2014 年 3 月）  

【写真 2】有機農場の入り口。 

（2014 年 5 月） 

  
【写真 3】収穫した作物は、ラマッラなどに出荷している他、

地元のスーパーでも販売している。（2014 年 6 月） 
 【写真 4】害虫対策のワークショップの様子。有機認証団

体の講師(右)から、唐辛子やにんにくを使用した有機害虫駆

除剤の作り方を学ぶ。（2014 年 6 月） 

  

【写真 5】大麦・小麦の収穫の様子。雨期の降雨量が少なか

ったが、大麦と小麦を合わせて 3.8t の収穫があった。 

（2014 年 6 月） 

【写真 6】協力団体が主催しているベツレヘムのバザーにて

加工した大麦粉・小麦粉を販売している様子。 

（2014 年 9 月） 
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【写真 7】コンポスト作成のワークショップの様子。牛糞、

藁、野菜くずから農地で必要なコンポストを作成した。（2014

年 9 月） 

 

【写真 8】現地農業技師（左）が現地農業系 NGO でトレー

ニングを受けている新卒の農業技師に指導をしている様

子。（2014 年 11 月） 

  

【写真 9】現地有機認証団体から現地有機農業専門家（右か

ら 2 番目）が派遣され、有機認証取得にあたる視察が行われ

た。（2014 年 11 月） 

【写真 10】現地農業系 NGO の協力の元、育苗のワークショ

ップを開催した。実技指導をしている様子。（2014 年 12 月） 

  

【写真 11】日本人専門家が有機農場を訪問し、裨益者の代

表の現地農業組合と事業の現状の確認、持続性について協議

を行った。（2015 年 1 月） 

【写真 12】建設されたグリーンハウスの外観。 

（2015 年 1 月） 
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【写真 13】完成したフィッシュプールの様子。気温の変化

に弱い魚の為にグリーンハウスで覆っている。（2015 年 1

月） 

【写真 14】乾燥機の内部の様子。農地で収穫したタイムを

乾燥させている様子。（2015 年 1 月） 

 

(イ) 家庭有機農業（ＰＣ農法）の導入 

  

【写真 15】買い取り先の団体（写真手前右）が裨益者（写

真手前左）の家庭菜園を訪問し、収穫物を確認している様

子。（2014 年 3 月） 

【写真 16】裨益者ミーティングの様子。買い取り先の団体

から、収穫物の保管、集荷、価格設定等について説明があ

った。（2014 年 3 月） 

  

【写真 17】野菜の育成状況を確認し、適切な収穫時期につ

いて裨益者に指導する現地農業技師(中央)。（2014 年 4 月） 

【写真 18】収穫した野菜の出荷準備の様子。集荷の前日に

収穫し、取引先から指定されたサイズに束ねて出荷する。

（2014 年 4 月） 
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【写真 19】収穫した有機野菜は、ラマッラのバザーで販売

されている。（2013 年 5 月） 

【写真 20】現地農業技師（左）が裨益者の家族に畝の作り

方の技術指導をしている様子。畝を作ることにより、作物

の生産性を上げる。（2014 年 9 月） 

  
【写真 21】家庭菜園のコンポスト配付の様子。現地農業技

師が、各家庭を訪問し、技術指導をしている。（2014 年 9 月） 

【写真 22】種・苗木の配布の様子。現地農業技師が作付け

の方法を裨益者家族に説明している様子。（2014 年 10 月） 

  
【写真 23】家庭菜園の外観。（2014 年 11 月） 【写真 24】日本人専門家が家庭菜園を訪問し、現状を確認

し、今後の可能性について協議を行った。（2014 年 12 月） 
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 (ウ) 女性を対象とした加工食品作成技術の指導 

  

【写真 25】在イスラエル英国大使館主催のイベントの様子。

イスラエルの協力団体と共同でブースを出展し、加工食品

の販売を行った。（2014 年 3 月） 

【写真 26】クッキー作りのワークショップの様子。イスラ

エルのホテルから講師を招聘し、有機小麦粉を使用したオ

リジナルレシピのクッキーを作成した。（2014 年 4 月） 

  

【写真 27】協力団体からの注文を受け、ワークショップで

習得したクッキー作りに取組む女性グループのメンバー。

（2014 年 6 月） 

【写真 28】完成した商品は、主にラマッラで開催されてい

るバザーで販売されている。（2014 年 6 月） 

  

【写真 29】有機農場で収穫、加工した大麦粉を使った大麦

クッキーを作成している様子。（2014 年 12 月） 

【写真 30】天皇誕生日のイベントにて松富駐イスラエル大

使に加工食品の紹介をしている。（2014 年 12 月） 



添付資料⑤ 

 

 

6 

  

【写真 31】フードエンジニアが考案したハーブティーのレ

シピを裨益者が試飲をして商品化において調査を行った。

（2015 年 1 月） 

【写真 32】フードエンジニア（右）を招き、指導を受けな

がらハーブティーのサンプルを作成した。（2015 年 1 月） 

 

(エ) 土地の有効利用を目的とした植樹 

  

【写真 33】ザバブデ市役所の代表者（写真中央）、現地農業

系 NGO、ザバブデ市農業組合の協力の元、裨益者の選定を

行った。裨益者（写真右）の土地を現地農業技師（写真左）

と訪問し状況を確認した。（2015 年 1 月） 

【写真 34】現地農業系 NGO より派遣された講師（写真左）

による樹木の植付、栽培に関するワークショップの様子。

（2015 年 1 月） 

  

【写真 35】裨益者へ配布する苗木を確認している様子。

（2015 年 1 月） 

【写真 36】現地農業系 NG の協力の元、裨益者全員へ苗木

を配布した。（2015 年 1 月） 
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(その他、国内広報啓発活動） 

  

【写真 37】駐日アラブ大使夫人の会主催「第 16 回アラブ・

チャリティー・バザー」の様子。前事業地で生産されたオ

リーブオイルを出展し、本事業の取り組みについて説明を

行った。（右）広報担当八木純二（2014 年 5 月） 

【写真 38】グローバルフェスタ JAPAN2014 の様子。活動紹

介ブースを出展し、本事業での取り組みと前事業地で生産

されたオリーブオイルを紹介した。（2014 年 10 月） 

 

【写真 39】関西 NGO 協議会主催カフェイベント「平和の木

オリーブがつなぐ絆」にて、事務局長の折居徳正（中央）

がパレスチナが抱える課題や本事業での取り組み、前事業

地で生産されたオリーブオイルを紹介した。加えて、現在

実施している本事業について説明した。（2014 年 11 月） 

 

 



連携無償 その他資金 証憑番号
【収入の部】
　　　総収入 432,229.00 0.00

【支出の部】
１．現地事業実施経費 376,045.35 0.00
　　（１）直接事業費 187,346.46 0.00
　　　（ア）資機材購入費等 162,746.71 0.00

14,222.02 0.00
　　　（ウ）専門家派遣費 10,377.73 0.00

　（２）事業管理費 188,494.31 0.00
　　　（ア）本部スタッフ（駐在）人件費 58,101.86 0.00
　　　（イ）現地スタッフ人件費 55,124.97 0.00
　　　（ウ）現地事務所借料等　　　 4,589.17 0.00
　　　（エ）現地移動費 37,708.40 0.00
　　　（オ）会議費 0.00 0.00
　　　（カ）通信費 4,139.34 0.00
　　　（キ）事業資料作成費 240.54 0.00
　　　（ク）事務用品購入費等 3,189.65 0.00
　　　（ケ）本部スタッフ派遣費 25,400.38 0.00
　（３）情報収集費 204.58 0.00
　（４）その他安全対策費 0.00 0.00

２．現地事業後方支援経費 37,441.66 0.00
　（１）現地事業後方支援管理費 37,441.66 0.00
　　　（ア）本部スタッフ人件費 24,949.28 0.00
　　　（イ）本部スタッフ（経理担当）人件費 10,959.30 0.00
　　　（ウ）会議費 0.00 0.00
　　　（エ）通信費 52.69 0.00
　　　（オ）事業資料作成費 1,394.66 0.00
　　　（カ）事務用品購入費 85.73 0.00
　（２）その他安全対策費 0.00 0.00

　3.一般管理費 8,751.84 0.00
　　　　一般管理費等 8,751.84 0.00

4．外部監査費 7,533.67 0.00
　（１）外部監査経費 7,533.67 0.00
　 　 （ア）現地外部監査実施経費 0.00 0.00
　 　 （イ）本部外部監査実施経費 7,533.67 0.00

　　総支出 429,772.52 0.00
　　残高 2,456.48 0.00

（様式４－a）

日本ＮＧＯ連携無償資金収支表

公益社団法人　日本国際民間協力会
パレスチナ西岸地区ジェニン県における有機農法促進を通じた貧困削減事業（フェーズ2）

自　2014年1月17日　　至　2015年1月16日

　　　（イ）ワークショップ等開催費


